
真岡市行政評価システム
評価対象年度 年度 作成日 年　      月  　    日

事務事業名

政策名
施策名

関連個別計画 単年度のみ

単年度繰返（開始年度 年度～）

期間限定複数年度（ 年度～ 年度）

増補版施策名

法令根拠

担当

予算科目

事業期間

1. 現状把握の部　（1）事務事業の目的と指標

事業概要

⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）の推移

⑥対象指標（対象の大きさを表す指標）の推移

⑦成果指標（対象における意図された対象の程度）の推移

⑧上位成果指標（結果の達成度を表す指標）の推移

名称

ア

イ

ウ

エ

オ

ア
イ
ウ
エ
オ

単位

②対象（誰、何を対象にしているのか）  ＊人や自然資源等

③意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）

④結果（どんな結果（上位施策）に結びつけるのか）

（2）総事業費の推移

（3）事務事業の環境変化・市民意見等

国庫支出金 千円

千円
千円

千円

千円
千円

千円

時間

千円
人

県支出金
地方債
その他
一般財源

事業費計（Ａ）
正規職員従事人数
延べ業務時間
人件費計（Ｂ）

トータルコスト（Ａ）+（Ｂ）

実施計画上の主要事業

事務事業マネージメントシート

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

人
件
費

単位

     年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

名称 単位      年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

ア
イ
ウ
エ
オ

名称 単位      年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

ア
イ
ウ
エ
オ

名称 単位      年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

     年度（実績）      年度（見込）     年度（実績）      年度（実績）     年度（実績）

①この事務事業を開始
したきっかけは何か？
いつごろどんな経緯で
開始されたのか。

②事務事業を取り巻く
状況（対象者や根拠法
令等）はどう変化して
いるか、開始時期ある
いは 5 年前と比べてど
う変わったのか？

③この事務事業に対し
て関係者（住民、議会、
事業対象者、利害関係
者等）からどんな意見
や要望が寄せられてい
るか？

①手段（主な活動）

平成31 令和2 05 07

立地適正化計画推進事業 建設部　都市計画課　計画係

A 暮らしやすさが実感できるまちづくり

2 良好な市街地の形成

 

改正都市再生特別措置法

1.一般会計 8.土木費 4.都市計画費 1.都市計画総務費

■ H30

　少子高齢・人口減少社会の進展により、地域活力の低下が懸念される社会情勢を踏まえ、医療、福祉、商業、公共施設などの都市機能を維持する区域（都市機能誘導区域）や、
まちなか居住に向けた誘導区域（居住誘導区域）を設定し、公共交通ネットワークとの連携を図りながら、コンパクトなまちづくりを推進し、将来の社会情勢の変化にも
対応できる持続可能なまちづくりを実現するため「立地適正化計画」を策定する。
　また、「立地適正化計画」に掲げる誘導施策を展開し、都市機能の集約やまちなか居住を緩やかに誘導していく。

31年度実績

2年度計画

立地適正化計画の策定（２年度目）
・計画策定（Ｒ２．４.１公表）　
・策定委員会の開催
・地域懇談会の開催
・都市計画審議会・パブリックコメントによる意見聴取

１　立地適正化計画に基づく届出受理事務
２　公共交通ネットワークと連携した居住維持区域のあり方の検討

市民

誘導施設を都市機能誘導区域内へ誘導し、集約する。
居住誘導区域内へ居住誘導を図り、人口密度の維持する。

若者からお年寄りまで暮らしやすく、持続可能な都市を形成する。

28 29 30 31 2

策定委員会の開催 回 2 3 -

都市計画審議会の開催 回 1 3 1

届出受理件数 件 10

28 29 30 31 2

市民（4月1日現在） 人 79,422 79,542 79,414 79,324 78,874

28 29 30 31 2

都市機能誘導区域内の誘導施設数（真岡地区） 施設 4 4

都市機能誘導区域内の誘導施設数（久下田地区） 施設 3 3

居住誘導区域内の人口密度（真岡地区） 人/ha 37.4 37.4

居住誘導区域内の人口密度（久下田地区） 人/ha 31.0 31.0

居住誘導区域内の人口密度（長田地区） 人/ha 35.6 35.6

28 29 30 31 2

良好な市街地形成に対する市民の満足度 ％ 79.1 83.8 80.8

28 29 30 31 2

0 0 1,500 4,801 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 4,418 5,880 0

0 0 5,918 10,681 0

0 0 2 2 2

0 0 500 750 100

0 0 2,085 3,032 404

0 0 8,003 13,713 404

　平成２６年８月に施行された都市再生特別措置法（都市機能を集約し、公共交通との連携を図る「コンパクトシティ・プラス・ネットワーク」を基本とした都市構造へ
の転換が趣旨）に基づき、本市における市街地形成の変遷を踏まえつつ、少子高齢・人口減少社会の進展などの社会情勢の変化に対応したコンパクトで持続可能なまちづくり
を推進するため、立地適正化計画を策定することとした。

　平成３１年度末公表を目指し、平成３０年度から計画策定に取り組んだ。
　令和２年４月１日に計画を公表し、立地適正化計画に基づく届出制度を開始した。

【地域説明会における意見】
・中心拠点や地域拠点と集落地を結ぶ地域公共交通との連携が必要
・居住維持区域の具体的な保全方針の検討が必要
・空き家対策も含めた計画の推進が必要


